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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第69期

第２四半期連結
累計期間

第69期
第２四半期連結
会計期間

第68期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 36,336 20,389 66,294

経常利益 (百万円) 4,368 3,047 6,052

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,309 1,479 2,974

純資産額 (百万円) ― 50,495 48,971

総資産額 (百万円) ― 72,809 73,344

１株当たり純資産額 (円) ― 1,174.041,139.40

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 53.98 34.60 69.51

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 69.0 66.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 161 ― 3,008

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △741 ― △1,723

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △896 ― △1,130

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 12,694 14,143

従業員数 (名) ― 1,502 1,428

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
1,502
(201)

(注) １　「従業員数」欄の（　）内は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外書きしております。

２　従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員を記載しております。

３　臨時従業員は、パートタイマーおよび派遣社員を除いた期間契約社員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
1,361
(131)

(注) １　「従業員数」欄の（　）内は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員を外書きしております。

２　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員を記載しております。

３　臨時従業員は、パートタイマーおよび派遣社員を除いた期間契約社員であります。
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第２ 【事業の状況】

（注）　「第２　事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業では生産実績を定義することが困難であり、建

設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわないので、受注高及び売

上高で表示しております。

(1) 受注実績

受注実績を部門別に示すと、次のとおりであります。
　

区分

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

受注高
(百万円)

受注残高
(百万円)

発電設備工事
(うち電気計装工事)

12,505
(1,004)

27,227
(2,257)

化工機設備工事
(うち電気計装工事)

4,967
(148)

5,367
(30)

その他設備工事
(うち電気計装工事)

428
(120)

684
(8)

合計
(うち電気計装工事)

17,900
(1,273)

33,280
(2,296)

　

(2) 売上高

売上高を部門別に示すと、次のとおりであります。
　

区分

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

(百万円)

発電設備工事
(うち電気計装工事)

15,701
(323)

化工機設備工事
(うち電気計装工事)

4,167
(144)

その他設備工事
(うち電気計装工事)

520
(346)

合計
(うち電気計装工事)

20,389
(813)

　
(注) 　主な相手先別の売上高、及び当該売上高の売上高総額に対する割合は、次のとおりであります。

　

期別 相手先 売上高(百万円) 割合(％)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

三菱重工業株式会社 4,544 22.3
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(3) 売上にかかる季節的変動について

建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間及び第３四半期連結会計期間における売上高に比

べ、第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといった季節的変動があ

ります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国でのサブプライムローン問題や大手金融機関

の破綻による世界的な金融不安の高まり、また相次ぐ原油高、資源高の影響を受け、企業収益が悪化し、設

備投資の減少や物価上昇による個人消費の低迷など、景気後退感が一段と広がってまいりました。

このような経済環境のもと、当社グループは新中期経営計画「チャレンジ10」を策定し、平成20年４月

よりこれをスタートさせ、収益力の強化と利益の確保をはじめ、技能の伝承を念頭においた「人材の確保

・育成」やＣＳＲ視点での業務改善、また経営資源の有効活用等に傾注、努力してまいりました。

このような結果、当第２四半期連結会計期間の業績については、受注高17,900百万円、売上高20,389百

万円、うち海外工事は316百万円となりました。利益面については、売上高が増加したことに加え、工事着

工から完了に至るまで原価低減を推進したことにより、営業利益3,024百万円、経常利益3,047百万円、四

半期純利益1,479百万円となりました。

なお、部門別の受注高、売上高および売上総利益の状況は次のとおりです。

（発電設備工事）

発電設備工事については、受注高12,505百万円（構成比69.9％）となりました。売上高については、

15,701百万円（構成比77.0％）となり、売上総利益は3,497百万円となりました。

　

（化工機設備工事）

化工機設備工事については、受注高4,967百万円（構成比27.7％）となりました。売上高については、

4,167百万円（構成比20.4％）となり、売上総利益は687百万円となりました。

　

（その他設備工事）

その他設備工事については、受注高428百万円（構成比2.4％）となりました。売上高については520

百万円（構成比2.6％）となり、売上総利益は84百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

(イ) 資産

流動資産は、受取手形・完成工事未収入金が1,642百万円増加したものの、短期貸付金が1,299百万円、

未成工事支出金が330百万円、現金及び預金が224百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比

べて336百万円減少し55,291百万円となりました。

固定資産は、投資有価証券が132百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて198百万円

減少し17,517百万円となりました。

　

(ロ) 負債

流動負債は、支払手形・工事未払金が2,564百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ

て2,073百万円減少し20,638百万円となりました。

固定負債は、長期借入金が24百万円減少したものの、退職給付引当金が71百万円増加したことなどによ

り、前連結会計年度末に比べて15百万円増加し1,675百万円となりました。
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(ハ) 純資産

純資産は、利益剰余金が1,510百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて1,523百万円

増加し50,495百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は12,694百万円と

なりました。なお、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは4,401百万円の増加となりました。これは、主に税金等調整前四

半期純利益2,833百万円と未成工事支出金等の減少による資金の増加2,291百万円等があったことによる

ものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは908百万円の減少となりました。これは、主に定期預金の払戻に

よる収入2,019百万円等があったものの、定期預金の預入による支出2,608百万円と有形固定資産の取得

による支出553百万円等があったことによるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは205百万円の減少となりました。これは、主に配当金の支払額94

百万円等によるものです。
　
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は15百万円であります。なお、研究開発活動の状況に重

要な変更はありません。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の見通しにつきましては、発電用重電機器の生産動向は概ね順調に推移すると予想されており、ま

た原子力発電所の耐震設計強化工事も順次実施が予定されております。当社グループにおいては、一定量

の受注が見込まれ、売上高については国内の建設工事、メンテナンス工事とも、ほぼ計画は達成可能と判

断しております。また近年振るわなかった海外工事についても、既設電力設備の更新や増設工事が若干見

込まれることから、通期はほぼ堅調に推移すると予想しております。

しかしながら、利益の確保につきましては、電力会社はじめ各企業は今後コスト削減策にも取り組むも

のと思われ、低価格化の懸念や原材料高に伴う建設資材の高騰、さらには世界的な金融危機、景気失速が

当プラント建設業界にどのように影響を及ぼすか先行き不透明であり、より一層注視していく必要があ

ります。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案する

ように努めております。電力プラント分野においては原子力発電所の耐震設計の見直しや増強工事など、

また製鉄関連分野においては既存設備の増設など工事量は増加傾向にあります。しかしながら、米国経済

の減速など不安要素をかかえており、このような中、新中期経営計画「チャレンジ10」を策定し、工事の

状況変化に迅速な対応が行えるよう人材を育成すべく、必要な知識と確固とした目的を持った教育体系

作りに取り組むとともに、受注、工事施工に全力を注いでまいります。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,959,000

計 138,959,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,183,96044,183,960

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 44,183,96044,183,960― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年9月30日 ― 44,183 ― 4,000 ― 4,645
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

第一生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

(東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーZ棟)

3,935 8.91

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,416 7.73

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社　(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,076 4.70

西華産業株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３－１ 1,507 3.41

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,397 3.16

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,392 3.15

太平電業社員持株会 東京都千代田区神田神保町２丁目４ 1,245 2.82

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,104 2.50

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 1,000 2.26

クレジットスイスファーストボ
ストンヨーロッパピービーセク
アイエヌティノントリーティク
ライエント
(常任代理人　シティバンク銀行
株式会社)

(東京都品川区東品川２丁目３－14) 960 2.17

計 ― 18,034 40.82

(注)　１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 3,416千株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2,076千株
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４Ｇ) 1,397千株

２　当社は、自己株式1,411千株(3.19％)を所有しておりますが、上記大株主から除いております。

３　大株主は平成20年９月30日現在の株主名簿にもとづくものでありますが、平成18年８月15日付で株式会社三

菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから提出された大量保有報告書(変更報告書)により、同社の子会社４社

が2,357千株所有している旨の報告を受けております。当社としては、平成20年９月30日現在の実質保有状況

について株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外は確認できないため、上記表には含めておりません。なお、その大

量保有報告書(変更報告書)の内容のうち、確認できない内容は次のとおりであります。

　

氏名又は名称 所有株式数(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,198 2.71

三菱ＵＦＪ証券株式会社 11 0.03

三菱ＵＦＪ投信株式会社 44 0.10

計 1,253 2.84

　

また、平成20年２月22日付でマラソン・アセット・マネジメント・エルエルピーから提出された大量保有報

告書(変更報告書)により、平成20年２月15日現在で同社が2,091千株所有している報告を受けておりますが、

当社としては平成20年９月30日現在の実質保有状況が確認できないため、上記表には含めておりません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）　
　　
 普通株式

1,411,000
（相互保有株式）
普通株式　 17,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

42,253,000
42,253 ―

単元未満株式
 普通株式

502,960
― ―

発行済株式総数 44,183,960― ―

総株主の議決権 ― 42,253 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、５千株(議決権５個)含

　　まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、東京動力株式会社所有の相互保有株式796株及び当社所有の自己株式

　　814株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太平電業株式会社

東京都千代田区神田
神保町２－４

1,411,000 ― 1,411,0003.19

(相互保有株式)
東京動力株式会社

神奈川県横浜市鶴見区
佃野町11－８

17,000 ― 17,000 0.04

計 ― 1,428,000 ― 1,428,0003.23

　

　

２ 【株価の推移】

 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　　４月　 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 808 918 1,010 989 914 889

最低(円) 731 773 892 879 840 699

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場一部におけるものであります。　
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 9,443 9,668

受取手形・完成工事未収入金 23,048 21,405

有価証券 810 1,010

未成工事支出金 11,380 11,710

材料貯蔵品 2 2

短期貸付金 ※2
 8,766

※2
 10,066

繰延税金資産 1,571 1,481

その他 276 322

貸倒引当金 △6 △39

流動資産合計 55,291 55,628

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 12,767 12,641

減価償却累計額 △8,077 △7,920

建物・構築物（純額） 4,690 4,721

機械・運搬具 9,499 9,774

減価償却累計額 △8,012 △8,243

機械・運搬具（純額） 1,487 1,531

工具器具・備品 1,435 1,384

減価償却累計額 △1,230 △1,191

工具器具・備品（純額） 205 192

土地 3,318 3,277

建設仮勘定 249 237

有形固定資産合計 9,950 9,960

無形固定資産 116 119

投資その他の資産

投資有価証券 4,594 4,727

長期貸付金 4 6

賃貸不動産 1,257 1,310

減価償却累計額 △630 △642

賃貸不動産（純額） 626 668

繰延税金資産 72 73

その他 2,284 2,294

貸倒引当金 △131 △133

投資その他の資産合計 7,450 7,636

固定資産合計 17,517 17,715

資産合計 72,809 73,344
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 11,326 13,890

短期借入金 207 207

未払法人税等 2,095 2,225

繰延税金負債 1 0

未成工事受入金 4,355 3,431

賞与引当金 1,088 774

役員賞与引当金 33 70

完成工事補償引当金 19 19

工事損失引当金 265 477

その他 1,245 1,615

流動負債合計 20,638 22,712

固定負債

長期借入金 44 68

繰延税金負債 0 7

退職給付引当金 1,518 1,446

その他 112 138

固定負債合計 1,675 1,659

負債合計 22,314 24,372

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,000

資本剰余金 4,652 4,651

利益剰余金 41,129 39,619

自己株式 △471 △456

株主資本合計 49,311 47,816

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 915 902

為替換算調整勘定 △17 28

評価・換算差額等合計 897 930

少数株主持分 285 224

純資産合計 50,495 48,971

負債純資産合計 72,809 73,344
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 36,336

売上原価 29,759

売上総利益 6,577

販売費及び一般管理費 ※
 2,410

営業利益 4,166

営業外収益

受取利息 55

受取配当金 59

固定資産賃貸料 53

保険配当金 0

受取保険金 28

為替差益 34

その他 48

営業外収益合計 279

営業外費用

支払利息 12

固定資産賃貸費用 53

その他 11

営業外費用合計 78

経常利益 4,368

特別利益

固定資産売却益 91

投資有価証券売却益 25

完成工事補償引当金戻入額 0

貸倒引当金戻入額 31

その他 8

特別利益合計 155

特別損失

固定資産除却損 5

投資有価証券評価損 238

ゴルフ会員権評価損 1

特別損失合計 245

税金等調整前四半期純利益 4,278

法人税、住民税及び事業税 1,993

法人税等調整額 △89

法人税等合計 1,904

少数株主利益 65

四半期純利益 2,309
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 20,389

売上原価 16,120

売上総利益 4,269

販売費及び一般管理費 ※1
 1,245

営業利益 3,024

営業外収益

受取利息 26

受取配当金 4

固定資産賃貸料 29

保険配当金 0

受取保険金 11

その他 21

営業外収益合計 93

営業外費用

支払利息 6

固定資産賃貸費用 26

為替差損 28

その他 9

営業外費用合計 70

経常利益 3,047

特別利益

固定資産売却益 0

投資有価証券売却益 25

完成工事補償引当金戻入額 0

その他 2

特別利益合計 27

特別損失

固定資産除却損 1

投資有価証券評価損 238

ゴルフ会員権評価損 1

特別損失合計 241

税金等調整前四半期純利益 2,833

法人税、住民税及び事業税 1,784

法人税等調整額 △491

法人税等合計 1,293

少数株主利益 60

四半期純利益 1,479
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,278

減価償却費 546

貸倒引当金の増減額（△は減少） △31

その他の引当金の増減額（△は減少） 136

受取利息及び受取配当金 △114

支払利息 12

為替差損益（△は益） △30

持分法による投資損益（△は益） △27

その他の営業外損益（△は益） 145

有形固定資産除売却損益（△は益） △85

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 214

売上債権の増減額（△は増加） △738

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 326

仕入債務の増減額（△は減少） △2,624

未払消費税等の増減額（△は減少） 323

その他 0

小計 2,333

利息及び配当金の受取額 117

利息の支払額 △12

その他の収入 130

その他の支出 △282

法人税等の支払額 △2,123

営業活動によるキャッシュ・フロー 161

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,697

定期預金の払戻による収入 3,770

有価証券の取得による支出 △500

有価証券の売却による収入 700

有形固定資産の取得による支出 △1,158

有形固定資産の売却による収入 110

投資有価証券の取得による支出 △12

投資有価証券の売却による収入 43

貸付けによる支出 △13

貸付金の回収による収入 16

その他の支出 △114

その他の収入 113

投資活動によるキャッシュ・フロー △741

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 5,780

短期借入金の返済による支出 △5,780

長期借入金の返済による支出 △24

自己株式の取得による支出 △16

自己株式の売却による収入 1

配当金の支払額 △854

少数株主への配当金の支払額 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △896

現金及び現金同等物に係る換算差額 26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,448

現金及び現金同等物の期首残高 14,143

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,694
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

会計方針の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基

準については、原価法から原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)に変更しております。なお、

この変更による損益への影響はありません。

 

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会

　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を第１四

半期連結会計期間から適用しております。なお、こ

の変更による損益への影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

有形固定資産の耐用年数の変更

法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律　

平成20年４月30日　法律第23号)に伴い、法定耐用年数

及び資産区分が見直されました。これにより、当社の機

械装置の耐用年数について、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

なお、この変更による損益への影響は軽微でありま

す。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　１　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

　当第２四半期連結会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 ―  〃  

差引額 8,000  〃  

　１　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 

貸出コミットメントの総額 8,000百万円

借入実行残高 ―  〃  

差引額 8,000  〃  

※２　担保受入金融資産

短期貸付金には、8,689百万円の現先取引が含まれ

ております。これにより現先有価証券の売手から担

保として受け入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 8,690百万円

※２　担保受入金融資産

短期貸付金には、9,988百万円の現先取引が含まれ

ております。これにより現先有価証券の売手から担

保として受け入れた有価証券の内容及び期末時価

は、次のとおりであります。

内容 債券

時価 9,988百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　　販売費および一般管理費の内訳

このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。

従業員給料手当 845百万円

賞与引当金繰入額 187  〃  

役員賞与引当金繰入額 33  〃  

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費および一般管理費の内訳

このうち主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。

従業員給料手当 384百万円

賞与引当金繰入額 152  〃  

役員賞与引当金繰入額 16  〃  

２　売上にかかる季節的変動について

建設事業においては、契約により工事の完成引
渡しが第２四半期連結会計期間及び第４四半期連
結会計期間に集中しているため、第１四半期連結
会計期間及び第３四半期連結会計期間における売
上高に比べ、第２四半期連結会計期間及び第４四
半期連結会計期間の売上高が多くなるといった季
節的変動があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

現金預金 9,443百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 5,449　〃

有価証券のうちマネー・マネージメ

ント・ファンド
10　〃

短期貸付金のうち現先 8,689　〃

現金及び現金同等物 12,694　〃  
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 44,183,960

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,417,376

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月20日
取締役会

普通株式 855 20平成20年３月31日平成20年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

  該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,174.04円 1,139.40円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日 
　 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 53.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　　

　(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,309

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,309

普通株式の期中平均株式数(千株) 42,775
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 34.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

   ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

 

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,479

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,479

普通株式の期中平均株式数(千株) 42,770

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

(重要な訴訟事件等)

　平成20年10月６日付で、広島地方裁判所に、原告中電プラント株式会社から当社を被告として、請求金額

4,285百万円の損害賠償請求訴訟が提起されました。

　これは中国電力株式会社より中電プラント株式会社が受注した「中国電力新小野田発電所第１号脱硫装

置１塔化改造工事関連除却工事」のうち「煙道他除却・仕舞工事」を中電プラント株式会社より当社が受

注して施行中、平成17年10月24日に下請作業員のガス熔断作業の火の粉により発生した火災の延焼により

中国電力株式会社の施設と関連業者日電工業株式会社の足場等に損害を与えた事故に関するものです。

　既に事故から約３年になっており、その間に、当社はこの事故は失火という一般的な不法行為責任に属す

るものであり、かつ「失火の責任に関する法律」によって、基本的にはその責任が免除される事例であると

の立場で話合いを続けてきていたものです。しかし「失火の責任に関する法律」は、当事者間の契約上の債

務不履行による損害賠償義務を免除するものではないという解釈があることから、原告中電プラント株式

会社は「中電プラント株式会社が平成20年９月30日までに中国電力株式会社及び日電工業株式会社に合計

4,285百万円の損害賠償をしたが、被告(当社)には工事下請負契約上の安全工事遂行義務違反という債務不

履行があったというべきであるから、その損害賠償額はすべて被告(当社)が負担すべきものである」とい

う法律構成を主たる請求原因としてこの訴訟を提起しています。

　当社は、この事故は「一般的な不法行為責任」であり、原告の訴状にいうような「契約上の債務不履行の

責任」と構成することは受入られないという立場で、裁判手続きに臨む所存です。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

太 平 電 業 株 式 会 社

取 締 役 会　 御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　遠　　藤　　　了　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　桐　　川　　　聡　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

電業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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